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研究要旨 
 子宮頸がん検診における精度管理指標のうち、プロセス指標について現在用いられている
基準値の妥当性、変更の必要性の有無、また現時点での変更の可否について明らかにするこ
とを目的とした。検討した指標は要精検率、精検受診率、未受診率、未把握率、発見率、陽
性反応的中度の6つである。平成17～22年度の47都道府県における数値の推移を分析した。
改善傾向が見られたのは精検受診率、未受診率、発見率の3つであり、一方、要精検率は悪
化、未把握率もやや悪化していた。陽性反応的中度にはほとんど変化が見られなかった。 
精検受診率、未受診率においては改善傾向が認められるものの、未だ十分とは言えず、指

標の特性上、基準値を緩和することは望ましくないと判断した。未把握率についても大きな
変化がないことから基準値を据え置くのが妥当である。発見率の改善と要精検率の悪化につ
いては、基準値を変更する必要性が示唆される。しかしながら、これらの数値の変化は、 平
成21年度以降における受診者の特性変化の影響の可能性が示唆されるため、今後も同様の状
態が持続するか見極める必要がある。 
また、今後の細胞診判定のベセスダシステムへの一本化、子宮頸がんや前がん病変の分類

の改変を受けての精密検査結果報告様式の変更は、発見率や陽性反応的中度に影響を及ぼす
と考えられる。以上より、子宮頸がん検診のプロセス指標においては今後5～6年程度のモニ
タリングを施行した後に再度変更の可否について検討を行うべきである。 
 
Ａ．研究目的 
         
 子宮頸がん検診における精度管理指標の
うち、プロセス指標について現在用いられ
ている基準値の妥当性、変更の必要性の有
無、また現時点での変更の可否について明
らかにすることを目的とした。 
 
Ｂ．研究方法 
         
・平成17～22年度における47都道府県のプ
ロセス指標（要精検率、精検受診率、未受
診率、未把握率、発見率、陽性反応的中度）
の推移、ならびに基準値に対する達成割合
の変化を分析し、個々の基準値の変更の必
要性について検討した。 
・基準値変更の必要性が示唆される指標に
ついてはその背景を検討した。 
・今後プロセス指標の数値に影響を及ぼし
うる因子について検討した。 

 
（倫理面への配慮） 
特になし 
 
Ｃ．研究結果 
         
6つのプロセス指標についての検討（図1） 
① 精検受診率：目標値90%に到達している

都道府県は平成17年～19年度では1～2
県であったが、平成20年度以降は3～5
ヶ所に増加していた。また、許容値70%
に達しない都道府県は平成17～19年度
では23～25ヶ所であったが、平成20年度
以降は16～20ヶ所とやや減少していた。
また精検受診率80％を超える都道府県
数は増加傾向にあり、平成22年度では18
ヶ所に達していた。 

② 未受診率：目標値は5%以下、許容値は20%
以下である。平成17～22年の間、目標値
に到達したのは5ヶ所前後に留まった。



許容値を満たさない都道府県は平成17
～19年度には15ヶ所前後であったのが、
平成20～22年度には5～9ヶ所へと減少
している。 

③ 未把握率：目標値は5%以下、許容値は10%
以下である。許容値を下回る都道府県は
平成17～19年度は25ヵ所前後であった
が、平成20年度以降は30ヵ所前後に増加
していた。また目標値を満たす都道府県
数も6～13ヶ所で平成17年度以降改善は
見られない。また、途中から成績が悪化
している地域も散見される。 

④ 要精検率： 平成17～20年度は基準値
1.4%以下を満たさない都道府県が14ヶ
所程度でほぼ一定していた。平成21年度
より基準値を満たさない都道府県数が
急激に増加し、平成22年度には30ヶ所に
達していた。 

⑤ 発見率：許容値は0.05%以上である。平
成17年には許容値を満たさない都道府
県が21ヶ所であったが、漸減し平成22
年度には2県に留まっている。 

⑥ 陽性反応的中度：許容値は4.0%以上であ
る。平成17～22年度の間、大きな変動は
見られない。 

 
Ｄ．考察 
 
① 精検受診率：全体的には改善傾向にある

が、未だ約半数が許容値に到達していな
い。しかし80%を超える都道府県が増加
していることから目標値90%、許容値70%
を目指すことは十分現実的と考えられ、
変更を行わず、底上げを目指すことが望
ましいと判断した。 

② 未受診率：許容値に到達する自治体数が
増えている一方、目標値に到達に対して
は未だ改善の余地があることから、基準
値は変更せずに動向を観測することが
望ましいと判断した。 

③ 未把握率：成績は総じて不良であり、平
成20年度以降はやや悪化している。精検
結果の把握は極めて重要な精度管理指
標であることから現在の基準値を引き
続き目指すべきと判断する。また、平成
20年度移行については、未把握の定義厳
密化によってそれまで未受診に分類さ
れていたものの一部が未把握に分類さ

れるようになったために、未把握率が上
昇したと考えられる地域も存在する。こ
の点からも、基準値を変更せずに動向を
モニタリングすることが望まれる。 

④ 要精検率：要精検率が上昇して基準値を
満たさない自治体の数が増加した理由
としては対象者の特性の変化の可能性
を考慮する必要がある。すなわち平成21
年度よりがん検診推進事業の一環とし
て、20、25、30、35、40歳という子宮頸
がんやCINの罹患率が比較的高い年代に
子宮頸がん検診の無料クーポン券が配
布され、この年代で受診者、なかでも検
診暴露歴が少ないものの受診が増加し
たことが要精検率上昇の要因である可
能性が示唆される。地域保健・健康増進
事業報告による子宮頸がん検診の初回
受診者（過去3年間に受診歴のないもの）
数でみると、20歳代～40歳代、特に20
歳～30歳代で平成21年以降急激に増加
しており（図2）、50歳代以降ではこの
傾向は強くない。また、初回＋非初回か
らなる受診者の総数についても50歳代
以降の増加がわずかであるのに対して、
20歳代～40歳代での平成21年度以降の
増加傾向が強く見られている（図2）。
よって子宮頸がん検診における平成21
年度以降の要精検率上昇という現象は
必ずしも精度管理状態そのもののの悪
化を示す指標とは言えない。そこで今後、
20歳代～40歳代の受診者、なかでも初回
受診者の増加や要精検率の数値におい
て同様の傾向がこのまま持続するなら
ば、新たな基準値を設定すべきである。
しかしながら、今後無料クーポン配布が
持続するかなどの見通しは明らかでな
く、新規受診者の獲得の持続が不明であ
り、現時点での要精検率の基準値の変更
は留保すべきである。 

⑤ 発見率：特に平成21年度以降で発見率が
許容値を満たさない都道府県が減少し
改善が見られる。発見率単独でみると、
許容値の水準をさらに厳格化すること
も可能かと思われる。しかし、時期を同
じくして要精検率も増加しており、やは
りがん検診推進事業による無料ク－ポ
ン配布により罹患率が比較的高い年代
の初回受診者が増加していたことが影



響している可能性がある。したがって基
準値の変更の可否は受診者特性の変化
も考慮して判断すべきと考えられるの
で、あと数年同様の傾向が続くことを確
認の上、変更を検討すべきと判断した。 

⑥ 陽性反応的中度：検査法に変更もなく、
許容値を満たす都道府県数にも著変が
ないことから、変更の必要はないと判断
する。陽性反応的中度の定義はがん発見
数／要精検者数であり、要精検率が増加
していることから、検診受診者における
有病者も増加していることが示唆され
る。 

⑦ 今後プロセス指標の数値に影響を及ぼ
しうる因子の検討：細胞診判定がクラス
分類とベセスダシステムの2本立てであ
ったものが、平成27年度事業報告よりベ
セスダシステムに一本化される。両者の
間には判定に若干の差異があることか
ら、ベセスダシステムへの一本化によっ
て要精検率が上昇する可能性がある。ま
た、平成27年度事業報告より精密検査結
果の判定分類が変更される。これより今
まで上皮内がんとして「がんであったも
の」に分類されていた病変がCIN3として
分類されることになり、その結果「がん
であったもの」の総数が減じることが予
想される。それにより発見率、陽性反応
的中度に変化が起こる可能性がある。 

 
Ｅ．結論 
 

・検討した6つの子宮頸がん検診のプロ
セス指標は、いずれも現段階では変更は
行わないことが妥当である。 
・今後、無料クーポン配布体制の推移や
ベセスダシステムへの完全移行、報告様
式の分類変更の影響が要精検率、発見率、
陽性反応的中度の数値に現れる可能性
が十分にあるので、さらに数年間モニタ
リングを続行したうえで、再度検討を行
うべきである。 
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特になし 
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Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 
なし 
 

 1. 特許取得 
 なし 
 
 2. 実用新案登録 
 なし 
 
 3.その他 
 なし 
 
 
 
 
 

  



 

 

 

 
 

図 1. 平成 17～22 年度の各プロセス指標における許容値に達しない都道府県数の推移 
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図 2. 平成 20 年度および平成 21 年度以降の年代別子宮頸がん検診初回受診者数の推移 

（地域保健・健康増進事業報告より作図） 

 

 

 
図 3． 平成 20 年度および平成 21 年度以降の子宮頸がん検診の年代別総受診者数（初

回受診者＋非初回受診者）の推移 

（地域保健・健康増進事業報告より作図） 
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